
執行率（％） 98.8% 97% 99%

執行額 79,431 78,246 60,305

計 80,413 80,445 60,650 60,882

9,477 4,096 0

繰越し等 △ 285 △ 262 △ 1,076 19,042

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 77,934 71,230 57,630 41,840 47,293

補正予算 2,765

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・本事業にかかる予算は、離島振興法に基づき、国が策定した「離島振興基本方針」を踏まえて各都県が策定した「離島振興計
画」に位置づけられている各種公共事業の執行に充当されている。

・具体的な事業としては、海岸（補助率11/20等）、道路(補助率5.5/10等）、港湾（8/10等）、空港（8/10)、水道（1/2）、廃棄物（1/3
等)、農業農村整備（8.5/10等）、水産基盤整備（8/10等）等である。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

離島振興法のほか、当該事業に関する法律等
による

関係する計画、
通知等

離島振興法第四条に基づき各都道県が策定した離島振興計画

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

・我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、自然環境の保全等に重要な役割を担っている離島について、産
業基盤及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある状況を改善するとともに、離島の地理的及び自然的特性を生
かした振興を図り、自立的発展を促進する。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和28年～ 担当課室 離島振興課 課長　大野　淳

会計区分 一般会計 施策名 42　離島等の振興を図る

事業番号 0059

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名 離島振興事業 担当部局庁 国土政策局 作成責任者

特別会計へ繰入（6勘定） 6,924 5,866

計 41,840 47,293

美しい森林づくり基盤整備
交付金

2 2

社会資本整備総合交付金 13,968 16,175

循環型社会形成推進交付
金

2,035 1,832

農山漁村地域整備交付金 1,212 1,273

757

森林環境保全整備事業費
補助

545 573

水産基盤整備事業費補助 14,531 18,758

1,335

農業生産基盤保全管理・整
備事業費補助

51 17

農地等保全事業費補助 40 65

戸別所得補償実施円滑化
基盤整備事業費補助

436

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

治山事業費補助 612 640

水道施設整備費補助 1,483

―

(       ―       ) (       ―       )

単位当たり
コスト

各省の所管部局において、個別の事業単位毎
に設定された異なる単位により算出される

算出根拠 ―

各省の所管部局において、個別の事業単位毎
に活動指標を設定

活動実績

（当初見込
み）

―
― ― ―

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

19年度
目標値

（23年度）

離島地域の総人口
※各省の所管部局において、個別の事業単位
毎に成果目標を設定

成果実績 千人 443 434 425 402

達成度

成果指標 単位 17年度 18年度

％ － －



予算監視・効率化チームの所見

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・本事業に係る予算は、昭和32年3月8日の閣議了解に基づき、事業の総合性を確保するため、その予算を国土交通省の所管に一括計上
し、その使用に際して各省所管に移替え等を行っているが、各都県の定める離島振興計画に基づき、事業の総合性の確保並びに計画的
かつ効率的な事業執行を図られるよう各省の所管部局と連携を取っている。
・個別事業の実施にあたっては、事業担当部局において、新規事業採択時評価等を行っており、補助金の交付にあたっては、事業担当部
局において、補助金等適正化法に基づく補助金交付申請時に使途の把握を行うとともに、同法に基づく実績報告において実績の把握を
行っている。さらに、毎年度、各都道県離島振興担当部局より、離島振興事業の実施状況等について直接聴取し確認を行っている。
・本事業は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全等に重要な役割を担っている離島について、産業基盤及び生活環境の整備等が
低位にある状況を改善するとともに、自立的発展を図るため、離島振興計画に基づき実施するものであり、着実に各種基盤の整備が進め
られてきているところである。これらの効果として、離島地域における成果指標については、目標年度における目標値の達成は実現可能
であると見込まれる。
・一方で、本土との間に諸格差がいまだ残されており、引き続き、離島の自立的発展を図るため、離島の有する条件不利性を鑑み今後一
層の振興施策を推進していく必要がある。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動
指標を設定

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

単位当たりコストは、各省の所管部局において、個別の
事業単位毎に設定された異なる単位により算出される

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

現
状
維
持

離島振興事業を構成する各種の公共事業については、各所管において事業の重点化など必要な見直しを行うこととするが、離
島振興計画に基づく事業については引き続き国土交通省に一括計上する仕組みとして、離島に係る公共事業の総合性の確
保、計画的かつ効率的な事業執行を図る。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）



【補助】
A.地方整備局（５団体） （６団体）

【補助】
（16団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（６団体） （３団体）

【間接補助】
（２団体）

【間接補助】
（２団体）

【補助】 【間接補助】
（15団体） （23団体）

【間接補助】
（11団体）

Ｎ．市町村

1,066 百万円

農山漁村地域の総合的な整備

Ｏ．森林組合

49 百万円

農山漁村地域の総合的な整備

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

60,305 百万円

14,359

農林水産省 Ｂ．農政局（３団体）

予算配分、事業
採択、農政局へ
の助言

農業生産基盤整備・保全、農
村整備事業の実施及び市町村
等事業に対する補助等

農山漁村地域の総合的な整備
及び市町村等事業に対する補
助等

農業生産基盤整備・保全事業の
実施

Ｆ．地方公共団体

4,803 百万円

7 百万円

農業生産基盤整備・保全事業の
実施

Ｍ．県公社

48 百万円

農業生産基盤整備・保全、農村整
備事業の実施

5,559 百万円

Ｌ．土地改良区等

農業生産基盤整備・保全、農
村整備事業に係る指導及び
助成

Ｅ．地方公共団体 Ｋ．市町村

755 百万円 755 153 百万円

百万円

予算配分、事業
採択、地方整備
局への助言

Ｄ．地方公共団体

14,017 百万円

百万円

自治体が行う海岸保全施設
の計画・整備に対する支援
等

港湾海岸の保全及び施設整備

国土交通省

国土交通省 C．地方公共団体

342 百万円

百万円

342

下水道、都市公園の施設整
備、建設海岸の保全及び施設
整備、社会資本総合整備事業
の実施

  

  

  

  

  

【間接補助】
（４団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（11団体） （11団体）

【間接補助】
（12団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（29団体） （29団体）

【移替え】 【補助】
（10団体）

【移替え】 【補助】
（11団体）

※百万円未満は四捨五入しているため、合計した額と一致しない場合がある。

Ｐ．県公社

136 百万円

農山漁村地域の総合的な整備

について補足
する）（単

位：百万円）

1,321

特別会計繰入 (6勘定)

13,665 百万円

百万円

予算配分、事業
採択、地方公共
団体への助言

予算配分、事業
採択、地方公共
団体への助言

環境省

林野庁

百万円

水道施設の整備水道施設の整備
にかかる指導及
び助成

水産基盤整備事業の実施、漁
港海岸の保全及び施設整備、
市町村等事業に対する補助等

百万円

1,671

Ｊ．地方公共団体

2,224 百万円

廃棄物処理施設
等の整備にかか
る指導及び助成

廃棄物処理施設等の整備

2,224 百万円

水産基盤整備事業の実施

厚生労働省 Ｉ．地方公共団体

1,671 百万円

森林整備事業の実施

水産庁 Ｈ．地方公共団体 Ｓ．市町村

21,507 2,489 百万円

治山、森林整備事業の実施及
び市町村等事業に対する補助
等

森林整備事業の実施

Ｒ．森林組合

75 百万円

Ｇ．地方公共団体 Ｑ．市町村

1,321 百万円 147 百万円

21,507 百万円

  

  

  

  

  

百 未満 捨 、合 額 致 場合 あ 。



C.　新潟県　（国土交通省） G.　長崎県　（林野庁）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 354 計 1,421

離島振興事業費 農村整備事業費 138

離島振興事業費 農業生産基盤整備・保全事業費 216 離島振興事業費 農山漁村地域整備交付金 1,421

B.　九州農政局　（農林水産省） F.　長崎県（農林水産省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 290 計 304

使　途
金　額

(百万円）

離島振興事業費 海岸保全施設の整備費 290 離島振興事業費 農業生産基盤整備・保全事業費 304

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　北陸地方整備局　（国土交通省） E.　新潟県　（農林水産省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 3,278 計 7,056

離島振興事業費 水の安全・安心基盤整備総合交付金 1,344 離島振興事業費 海岸保全施設の整備費 31

離島振興事業費 活力創出基盤整備総合交付金 1,934 離島振興事業費 水産基盤整備事業費 7,025

D.　東京都　（国土交通省） H.　長崎県　（水産庁）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 290 計 458

離島振興事業費 美しい森林づくり基盤整備交付金 2

離島振興事業費 森林環境保全整備事業費 294

離島振興事業費 海岸保全施設の整備費 290 離島振興事業費 治山事業費 162

(百万円） (百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ｉ.　長崎県　（厚生労働省） Ｍ.　（財）しまね農業振興公社　（農林水産省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

離島振興事業費 水道施設の整備費 697 離島振興事業費 農業生産基盤整備・保全事業費 29

計 697 計 29

Ｊ.　長崎県　（環境省） Ｎ.　西ノ島町（農林水産省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

離島振興事業費 廃棄物処理施設等の整備費 1,040 離島振興事業費 農山漁村地域整備交付金 111

計 1,040 計 111

Ｋ.　壱岐市　（農林水産省） Ｏ.　対馬森林組合　（農林水産省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

離島振興事業費 農村整備事業費 137 離島振興事業費 農山漁村地域整備交付金 34

計 137 計 34

Ｌ.　鹿児島県土地改良事業団体連合会　（農林水産省） Ｐ.　（社）長崎県林業公社　（農林水産省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

離島振興事業費 農業生産基盤整備・保全事業費 6 離島振興事業費 農山漁村地域整備交付金 92

計 6 計 92



Ｓ.　佐渡市　（水産庁）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 31 計

離島振興事業費 森林環境保全整備事業費 31

Ｒ.　種子島森林組合　（林野庁）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 62 計

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ｑ.　対馬市　（林野庁）

費　目 使　途 費　目 使　途
金　額

(百万円）

離島振興事業費 森林環境保全整備事業費 62

金　額
(百万円）

計 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 589 計

離島振興事業費 水産基盤整備事業費 589

(百万円） (百万円）



支出先上位１０者リスト
A. 地方整備局

B. 農政局

10

9

8

7

6

5 四国地方整備局 自治体が行う海岸保全施設の計画・整備に対する支援等 2 － －

4 関東地方整備局 自治体が行う海岸保全施設の計画・整備に対する支援等 3 － －

3 近畿地方整備局 自治体が行う海岸保全施設の計画・整備に対する支援等 7 － －

2 中国地方整備局 自治体が行う海岸保全施設の計画・整備に対する支援等 39 － －

1 北陸地方整備局 自治体が行う海岸保全施設の計画・整備に対する支援等 290 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 九州農政局 農業生産基盤整備・保全、農村整備事業に係る指導及び助成 354 － －

2 北陸農政局 農業生産基盤整備・保全、農村整備事業に係る指導及び助成 304 － －

3 中国四国農政局 農業生産基盤整備・保全、農村整備事業に係る指導及び助成 98 － －

4

5

6

7

8

9

10

Ｃ. 地方公共団体

Ｄ. 地方公共団体

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 新潟県 港湾海岸の保全及び施設整備 290 － －

2 島根県 港湾海岸の保全及び施設整備 28 － －

3 岡山県 港湾海岸の保全及び施設整備 12 － －

4 兵庫県 港湾海岸の保全及び施設整備 7 － －

5 東京都 港湾海岸の保全及び施設整備 3 － －

6 香川県 港湾海岸の保全及び施設整備 2 － －

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東京都 社会資本総合整備事業の実施 3,278 － －

2 長崎県 社会資本総合整備事業の実施 3,266 － －

3 鹿児島県 都市公園の施設整備、社会資本総合整備事業の実施 3,090 － －

4 新潟県
下水道、建設海岸の保全及び施設整備、社会資本総合整備事業の
実施

1,939 － －

5 島根県 下水道、都市公園の施設整備、社会資本総合整備事業の実施 1,231 － －

6 広島県 下水道、社会資本総合整備事業の実施 416 － －

7 愛媛県 社会資本総合整備事業の実施 305 － －

8 岡山県 社会資本総合整備事業の実施 209 － －

9 兵庫県 社会資本総合整備事業の実施 85 － －



Ｅ. 地方公共団体

Ｆ. 地方公共団体

7 岡山県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 235 － －

6 東京都 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 245 － －

5 愛媛県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 287 － －

4 島根県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 338 － －

3 新潟県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 629 － －

2 鹿児島県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 1,136 － －

1 長崎県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 1,421 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 山口県 社会資本総合整備事業の実施 84 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 新潟県
農業生産基盤整備・保全、農村整備事業の実施及び市町村等事業
に対する補助等

304 － －

2 長崎県
農業生産基盤整備・保全、農村整備事業の実施及び市町村等事業
に対する補助等

193 － －

3 鹿児島県
農業生産基盤整備・保全事業の実施及び市町村等事業に対する補
助等

161 － －

4 島根県
農業生産基盤整備・保全事業の実施及び市町村等事業に対する補
助等

57 － －

5 愛媛県 農業生産基盤整備・保全事業の実施 20 － －

6 広島県 農村整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 20 － －

7

8

9

10

Ｇ. 地方公共団体

Ｈ. 地方公共団体

10 宮城県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 67 － －

9 兵庫県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 71 － －

8 広島県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 158 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 長崎県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 458 － －

2 鹿児島県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 281 － －

3 新潟県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 270 － －

4 東京都 治山事業の実施 171 － －

5 島根県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 95 － －

6 愛媛県 治山事業の実施 13 － －

7 兵庫県 治山事業の実施 5 － －

8 香川県 治山事業の実施 3 － －

－ －

9 宮城県 治山事業の実施 1 － －

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

10 石川県 治山事業の実施 1

入札者数 落札率

1 長崎県
水産基盤整備事業の実施、漁港海岸の保全及び施設整備、市町村
等事業に対する補助等

7,056 － －

支　出　先

2 東京都 水産基盤整備事業の実施、漁港海岸の保全及び施設整備 3,746 － －

3 鹿児島県
水産基盤整備事業の実施、漁港海岸の保全及び施設整備、市町村
等事業に対する補助等

3,126 － －

4 新潟県
水産基盤整備事業の実施、漁港海岸の保全及び施設整備、市町村
等事業に対する補助等

1,862 － －

5 山口県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 1,600 － －

6 島根県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 830 － －6 島根県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 830



Ｉ. 地方公共団体

Ｊ. 地方公共団体

7 香川県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 649 － －

8 兵庫県
水産基盤整備事業の実施、漁港海岸の保全及び施設整備、市町村
等事業に対する補助等

665 － －

9 福岡県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 513 － －

10 熊本県 水産基盤整備事業の実施 320 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 長崎県 簡易水道の施設整備 697 － －

2 新潟県 簡易水道の施設整備 501 － －

3 鹿児島県 簡易水道の施設整備 217 － －

4 山口県 簡易水道の施設整備 108 － －

5 島根県 簡易水道の施設整備 44 － －

6 東京都 簡易水道の施設整備 40 － －

7 愛媛県 簡易水道の施設整備 22 － －

8 三重県 簡易水道の施設整備 20 － －

9 熊本県 簡易水道の施設整備 13 － －

10 高知県 簡易水道の施設整備 9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 長崎県 廃棄物処理施設等の整備 1040 － －

2 鹿児島県 廃棄物処理施設等の整備 736 － －

3 東京都 廃棄物処理施設等の整備 258 － －

4 島根県 廃棄物処理施設等の整備 157 － －

5 愛媛県 廃棄物処理施設等の整備 15 － －

6 新潟県 廃棄物処理施設等の整備 14 － －

Ｋ. 市町村

Ｌ. 土地改良区等

6 新潟県 廃棄物処理施設等の整備 14 － －

7 広島県 廃棄物処理施設等の整備 2 － －

8 熊本県 廃棄物処理施設等の整備 1 － －

9 高知県 廃棄物処理施設等の整備 0.3 － －

10 香川県 廃棄物処理施設等の整備 0.2 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 壱岐市 農村整備事業の実施 137 － －

2 大崎上島町 農村整備事業の実施 13 － －

3 佐渡市 農業生産基盤整備・保全事業の実施 2 － －

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
鹿児島県土地改良事業
団体連合会

農業生産基盤整備・保全事業の実施 6 － －

2 国仲西部土地改良区 農業生産基盤整備・保全事業の実施 1 － －

3

4

5



Ｍ. 県公社

Ｎ. 市町村

5 石巻市 農山漁村地域の総合的な整備 66 － －

4 笠岡市 農山漁村地域の総合的な整備 97 － －

3 五島市 農山漁村地域の総合的な整備 108 － －

2 福山市 農山漁村地域の総合的な整備 108 － －

1 西ノ島町 農山漁村地域の総合的な整備 111 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）しまね農業振興公社 農業生産基盤整備・保全事業の実施 29 － －

2
（財）鹿児島県地域振興
公社

農業生産基盤整備・保全事業の実施 19 － －

3

4

5

6

7

8

9

10

Ｏ. 森林組合

Ｐ. 県公社

5

4 (社)隠岐島前森林復興公社 農山漁村地域の総合的な整備 9 － －

3 （社）新潟県農林公社 農山漁村地域の総合的な整備 10 － －

2 (社)鹿児島県森林整備公社 農山漁村地域の総合的な整備 24 － －

1 (社)長崎県林業公社 農山漁村地域の総合的な整備 92 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 両津東部森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 0.2 － －

9 新穂森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 0.2 － －

8 松浦市森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 0.3 － －

7 未来林業 農山漁村地域の総合的な整備 0.3 － －

6 牟田土地改良区 農山漁村地域の総合的な整備 1 － －

5 屋久島森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 1 － －

4 南佐渡森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 1 － －

3 種子島森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 2 － －

2 五島森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 8 － －

1 対馬森林組合 農山漁村地域の総合的な整備 34 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 壱岐市 農山漁村地域の総合的な整備 36 － －

9 海士町 農山漁村地域の総合的な整備 39 － －

8 北九州市 農山漁村地域の総合的な整備 39 － －

7 隠岐の島町 農山漁村地域の総合的な整備 46 － －

6 対馬市 農山漁村地域の総合的な整備 64 － －

5 石巻市 農山漁村地域の総合的な整備 66

5



Ｑ. 市町村

Ｒ. 森林組合

10

9

8

7

6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 対馬市 森林整備事業の実施 62 － －

2 薩摩川内市 森林整備事業の実施 54 － －

3 五島市 森林整備事業の実施 13 － －

4 新上五島町 森林整備事業の実施 9 － －

5 佐渡市 森林整備事業の実施 3 － －

6 壱岐市 森林整備事業の実施 2 － －

7 屋久島町 森林整備事業の実施 2 － －

8 平戸市 森林整備事業の実施 1 － －

9 小値賀町 森林整備事業の実施 1 － －

10 長島町 森林整備事業の実施 0.4 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 種子島森林組合 森林整備事業の実施 31 － －

－

2 屋久島森林組合 森林整備事業の実施 18 － －

佐渡森林組合 森林整備事業の実施 6 － －

3 隠岐島後森林組合 森林整備事業の実施 10 －

5 両津東部森林組合 森林整備事業の実施 4 － －

4

Ｓ. 市町村

10 上島町 水産基盤整備事業の実施 107 － －

9 宗像市 水産基盤整備事業の実施 112 － －

8 粟島浦村 水産基盤整備事業の実施 116 － －

7 西ノ島町 水産基盤整備事業の実施 125 － －

6 薩摩川内市 水産基盤整備事業の実施 132 － －

5 対馬市 水産基盤整備事業の実施 149 － －

4 福岡市 水産基盤整備事業の実施 156 － －

3 土圧町 水産基盤整備事業の実施 186 － －

2 鳥羽市 水産基盤整備事業の実施 196 － －

1 佐渡市 水産基盤整備事業の実施 589 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－ －

－ －

－ －

7 新穂森林組合 森林整備事業の実施 1 － －

－

8 北薩森林組合 森林整備事業の実施 0.1

－

9 青木生産森林組合 森林整備事業の実施 0.1

10 瓜生屋生産森林組合 森林整備事業の実施 0.1

6 南佐渡森林組合 森林整備事業の実施 4
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